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○草加市建設工事一般競争入札実施要綱 

平成６年４月１３日 

告示第９１号 

改正 平成１３年４月１日告示第１１５号 

平成１４年４月１日告示第１１８号 

平成１６年３月３１日告示第８６号 

平成１９年１２月１９日告示第７６５号 

（題名改称） 

平成２２年４月１日告示第２７７号 

平成２６年３月２６日告示第２８１―２号 

平成２８年３月３１日告示第２６８号 

平成２９年３月３０日告示第２３７号 

令和元年１０月１日告示第５５８－７号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、草加市が発注する建設工事の請負契約に係る一般競争入札を実施す

るに当たり、必要な事項を定めるものとする。 

（平１９告示７６５・一部改正） 

（対象工事） 

第２条 一般競争入札の対象とする建設工事は、市長が適当であると認めた工事とする。 

（参加資格） 

第３条 一般競争入札に参加する者に必要な資格（以下「参加資格」という。）は、次の

とおりとする。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない

者 

(2) 草加市建設工事入札参加資格者名簿に登録されている者 

(3) 次条第１項に規定する公告日から入札日までの期間に、草加市建設工事等請負業者

指名停止基準に基づく指名停止措置を受けていない者。ただし、これらの者が入札参

加資格者の２分の１を下回る場合において、当該入札の実施に当たり、透明性及び競

争性の確保が十分図れないと市長が認めるときは、当該入札の公告予定日以後、入札

参加申込書の提出期限の日前に指名停止措置の期間が満了し、当該期間満了の日後当
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該提出期限の日までに当該入札参加申込書を提出する者を一般競争入札に参加できる

者とすることができる。 

(4) 健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保険法（昭和

２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金保険及び雇用保険法（昭和４９年法律第１

１６号）に基づく雇用保険に、事業主として加入している者であること。ただし、当

該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者は、この限りでない。 

２ 前項に定めるもののほか、必要に応じて次の参加資格を定めることができるものとす

る。 

(1) 対象工事に対応する業種の発注標準額の業者区分 

(2) 対象工事に対応する業種の経営事項審査の総合数値の区分 

(3) 建設業法（昭和２４年法律第１００号）に基づく許可を受けた営業所の所在地 

(4) 一定基準を満たす同種・類似工事の施工実績 

(5) 当該工事に配置予定の技術者 

(6) その他必要と認める事項 

（平１９告示７６５・平２９告示２３７・一部改正） 

（入札の公告） 

第４条 一般競争入札の公告は、入札期日の１０日前までに、市役所掲示場に掲示して行

うとともに、総務部契約課においてその写しを掲示するものとする。ただし、急を要す

る場合においては、入札期日の５日前までに短縮することができる。 

２ 一般競争入札の公告事項は、次のとおりとする。 

(1) 入札に付する事項 

(2) 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

(3) 契約条項を示す場所 

(4) 入札の場所及び日時 

(5) 入札保証金に関する事項 

(6) 前各号に定めるもののほか必要と認める事項 

（平１３告示１１５・平１４告示１１８・平１６告示８６・平２２告示２７７・

一部改正） 

（入札参加の申込み） 

第５条 一般競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は、一般競
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争入札参加申込書（様式）により、所定の期日までに入札参加の申込みをしなければな

らない。 

（設計図書の閲覧等） 

第６条 一般競争入札に付する建設工事の仕様書及び図面（以下「設計図書」という。）

については、閲覧、貸出し又は有料配布を行うものとする。 

２ 設計図書の閲覧、貸出し又は有料配布を受けようとする者は、入札参加申込みの際に

あわせてその旨を申請し、承認を受けなければならない。 

３ 入札参加者は、設計図書に疑義を生じたときは、文書をもって質問をすることができ

る。 

（入札保証金） 

第７条 入札保証金の納付及び減免については、草加市契約規則（昭和３９年規則第２１

号）第４条及び第７条の規定に基づくものとする。 

２ 落札者が契約を締結しないときは、その者に係る入札保証金は、還付しないものとす

る。 

（入札） 

第８条 入札参加者は、草加市契約規則、草加市建設工事請負契約約款、設計図書及び現

場等を熟知の上総価により入札しなければならない。この場合において、入札書に記載

する金額は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、消費税及

び地方消費税を除いた金額とする。 

２ 入札書は、封かんのうえ入札者の氏名を表記し、所定の日時及び場所において入札し

なければならない。 

３ 入札書は、持参しなければならない。 

４ 入札参加者が代理人をもって入札させるときは、委任状を持参させなければならない。 

５ 入札参加者又は入札参加者の代理人は、当該入札に対する他の入札参加者の代理をす

ることはできない。 

６ 入札開始後入札会場に到着した者は、入札に参加することができない。 

７ 入札参加者は、提出した入札書の書替え、引換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札参加者が１人の場合は、入札を中止するものとする。ただし、市長が契約の性質

又は目的により適当であると認めた場合は、この限りでない。 

９ 入札回数は、初度を含めて３回を限度とする。 
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（平１３告示１１５・平２２告示２７７・平２６告示２８１―２・令元告示５５

８―７・一部改正） 

（入札不調の場合の措置） 

第９条 再度入札によっても落札者がないときは、地方自治法施行令第１６７条の２第１

項第８号の規定による随意契約とすることができるものとする。 

（平２２告示２７７・平２８告示２６８・一部改正） 

（入札の辞退） 

第１０条 入札参加者は、入札参加申込後であっても、入札を辞退することができるもの

とする。 

（無効の入札） 

第１１条 次の各号の一に該当する入札は、無効とするものとする。 

(1) 一般競争入札に参加する資格のない者がした入札 

(2) 委任状を持参しない代理人がした入札 

(3) 所定の入札保証金を納付しない者又は納付した入札保証金の額が所定の率による

額に達しない者がした入札 

(4) 記名押印を欠く入札及び入札書の記載事項が確認できない入札 

(5) 金額を訂正した入札 

(6) 入札に際して連合等による不正行為があった入札 

(7) ２通以上の入札書を提出した者がした入札 

(8) 他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者がした入札 

(9) 郵便、電報、電話等による入札 

(10) その他入札に関する条件に違反した者がした入札 

（契約金額） 

第１２条 契約金額は、入札書に記載された金額に、消費税額及び地方消費税額を加算し

た額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）とす

るものとする。 

（平１３告示１１５・平２２告示２７７・平２６告示２８１―２・令元告示５５

８―７・一部改正） 

（異議の申立て） 

第１３条 入札参加者は、入札後は、草加市契約規則、草加市建設工事請負契約約款、設
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計図書、現場等についての不明を理由として異議を申し立てることができない。 

（その他） 

第１４条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成６年４月１４日から施行する。 

附 則（平成１３年告示第１１５号） 

この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年告示第１１８号） 

この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年告示第８６号） 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年告示第７６５号） 

この要綱は、平成１９年１２月１９日から施行する。 

附 則（平成２２年告示第２７７号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年告示第２８１―２号） 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年告示第２６８号） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年告示第５５２－５号） 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 
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